
※本説明会に合わせてパンフレットから抜粋・再構成などしております。 1

主催：一般財団法人建設業振興基金

建設業向け フリーランス法のポイント



・受領拒否の禁止 ・購入・利用強制の禁止

・報酬の減額の禁止 ・不当な経済上の利益の提供要請の禁止

・返品の禁止 ・不当な給付内容の変更・やり直しの禁止

・買いたたきの禁止
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対象とならない取引

事業者

業務を委託

フリーランス

委託ではなく売買

形式的には業務委託契約を締結している者であっても、実質的に労働基準法上の労

働者と判断される場合には、労働基準関係法令が適用され、本法は適用されま

せん。

フリーランス

消費者・事業者
（不特定多数）

取引の相手方に事業者も含まれますが、

業務委託ではなく、単なる商品の販売

行為であるため対象外

対象となる取引

事業者からフリーランスへの委託
つまり、「B to B」が対象

※ フリーランスからフリーランスへの
業務委託も対象となります。

※ 消費者との取引は対象外です。
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本法の対象となる「業務委託」とは、事業者がその事業のために他の事

業者に、給付に係る仕様、内容等を指定して、物品の製造、情報成果物

の作成または役務の提供を委託することをいいます。

本法の適用対象には、業種・業界の限定はありません。

発注事業者からフリーランスへ委託する全ての業務が対象となります。

① 下請法では、建設業法における建設工事は対象外ですが、本法は業種・業界の限定が

ないため、 建設工事も「業務委託」の対象となります。

② 下請法では、発注事業者が他者に提供する役務が対象となり、発注事業者が自ら用いる役務を他

の事業者に委託することは「役務提供委託」の対象外です。本法では、発注事業者が自ら用いる役務

の提供をフリーランスに委託することも対象となります。

本法と下請法（下請代金支払遅延等防止法）との違い
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・建設業の建設工事も含まれます
・役務提供の中に「修理委託」も含まれます
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口約束はダメ！
トラブルを防ぐための基本は、
取引条件の共通認識です
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※ 委託内容と適合していな
いなど、フリーランスの責め
に帰すべき事由があり、報酬
の支払前にやり直しをさせる
場合 には、やり直しをさせた
後の給付を受領した日が支
払期日の起算日になります。

※ 情報成果物の作成委託、
役務の提供委託では、起算日
に関する例外がありますので、
「特定受託事業者に係る取引
の適正化等に関する法律の
考え方」の19、20ページを
チェックしてください。
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フリーランス・事業者間取引適正化等法に基づく指導（令和7年3月28日公表）

報酬の支払期日を「翌月１０日まで」と記載し具体的な期日を特定していなかった 【期日における報酬支払義務】

報酬の支払期日を「請求書受領月の翌月末日」と設定していた 【期日における報酬支払義務】

＜指導の対象となった事例＞
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取引適正化に係る規制

受領拒否の禁止
フリーランスの責めに帰すべき理由なく、受領を拒んではならない

報酬の減額の禁止
フリーランスの責めに帰すべき理由なく、報酬を減額してはならない

返品の禁止
フリーランスの責めに帰すべき理由なく、返品してはならない

買いたたきの禁止
通常支払われる対価に比べて著しく低い報酬の額を不当に定めてはならない

購入・利用強制の禁止
正当な理由なく自己の指定する物の購入・役務の利用を強制してはならない

不当な経済上の利益の提供要請の禁止
自己のために金銭、役務その他の経済上の利益を提供させてはならない

不当な給付内容の変更・やり直しの禁止
フリーランスの責めに帰すべき理由なく、内容を変更させ、又はやり直させてはならない

※各禁止行為の詳細、違反となる事例はパンフレット14～17ページを御確認ください。
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取引適正化に係る規制就業環境の整備
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